
11月7日（月）、国民民主党税制調査会による令和5年度税制改正に
関するヒアリングが行われ、航空連合政策議員フォーラム事務局次長
の礒﨑 哲史（いそざき てつじ）参議院議員をはじめ、約10名の国会
議員・秘書が参加しました。航空連合からは、航空関連産業の現状・
課題認識や、税制改正に関する要望内容を伝えました。
政策実現に向けて、引き続き各政党との連携に取り組んでいきます。
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●「令和5年度税制改正」に関する航空連合の要望●
✈ 航空機燃料税を含む公租公課は、航空会社の厳しい財務状態と、今後、

カーボンニュートラルなど多額の投資が必要となることを踏まえ、令和
4年度と最低限同水準とし、複数年度にわたり減免を継続すること。

✈ 温暖化対策税の還付措置を延長し、将来的には免税を恒久化すること。
✈ 航空機部分品等免税制度を延長すること。
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